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平成30年6月から国民健康保険税の賦課が始まります

項目

国民健康保険の賦課項目
医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

応能割 応益割 応能割 応益割 応能割 応益割
（40） （10） （35） （15） （40） （10） （35） （15） （40） （40） （35） （15）
所得割
（％）

資産割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

所得割
（％）

資産割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

所得割
（％）

資産割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

平成29年度まで 6.40 28.00 20,700 26,100 1.80 8.00 6,500 6,200 1.40 7.00 7,100 5,200
平成30年度 7.00 ー 30,300 22,400 2.10 ー 8,800 6,500 1.70 ー 13,300 ー

【お問い合わせ先】健康福祉課 国民健康保険係　☎52－5852

国民健康保険事業納付金決定
標準保険料（税）率決定

熊本県

◦氷川町算定方式および税率額

◦熊本県内（45市町村）の保険料（税）算定方式

賦課限度額

氷川町
標準保険料（税）率を基に

税率を試算
町から運営協議会へ

諮　問
国民健康保険運営
協議会に提案

※条例改正(案)

平成30年3月現在の状況

※（　）書きは、平成29年度分

※条例等改正公告国民健康保険運営
協議会で承認

運営協議会後
町へ答申

町議会への上程
議　決

国民健康保険税
決　定

●保険税率の決まり方
　平成30年度から国民健康保険事業については、熊本県が市町村と共に保険者となり財政運営の責任主体となりました。
　これまでは、各市町村が医療費等の状況により、保険料（税）率を決定していました。これからは、熊本県が医療費等の状
況により、各市町村の国民健康保険事業納付金額を決定、また各市町村の標準保険料（税）率を示します。各市町村は、県
から示された標準保険料（税）率を基に保険税率を決定します。

●氷川町国民健康保険税算定方式変更および保険税率改正

氷川町国民健康保険の主な変更点

【変更点】
○医療分、後期高齢者支援金分および介護納付金分について、平成30年度から応能割の資産割分がなくなります。また、
介護納付金分は応益割の平等割分もなくなります。

○平成29年度まで応能割の資産割分として、年間保険税の10％程度を徴収していましたが、平成30年度からは資産割分の
10％程度が、応能割の所得割、応益割の均等割・平等割に上図保険税率に振り分けられます。

●法令改正によるもの
◦国民健康保険税の基礎課税に係る課税限度額を58万円
（現行：54万円）に引き上げ
◦5割軽減対象者となる世帯の軽減判定所得の算定にお
いて、被保険者数の数に乗ずべき金額を27．5万円（現
行：27万円）に引き上げ

◦2割軽減対象者となる世帯の軽減判定所得の算定にお
いて、被保険者数の数に乗ずべき金額を50万円（現行：
49万円）に引き上げ

数年後は、上記表の赤囲み（医療分3方式、後期分3方式、介護分2方式）の算定方式へ統一されます。

※所得割　世帯の所得に応じて算定　　※資産割　世帯の資産に応じて算定　※均等割（被保険者均等割）　被保険者1人当たりの額により算定
※平等割（世帯別平等割）　1世帯当たりの額により算定

 算定方式 医療分 後期分 介護分
 ２方式（所得割、　　　　  均等割　　　　）  0( 0)市町村  2( 1)市町村 24(11)市町村
 ３方式（所得割、　　　　  均等割、平等割） 37(26)市町村 35(26)市町村 14(19)市町村
 ４方式（所得割、資産割、均等割、平等割）  8(19)市町村  8(18)市町村  7(15)市町村

 算定方式 賦課限度額
 医療保険分 54万円
 後期高齢者支援金分 19万円
 介護保険分 16万円

 算定方式 賦課限度額
 医療保険分 58万円
 後期高齢者支援金分 19万円
 介護保険分 16万円

 改正後 
保険税額

課税限度額
基礎課税額：58万円
後期高齢者支援金等課税額

応能分（約50％） 　　　  　　：19万円
介護納付金課税額
　　　　　：16万円

応益分（約50％） 　　　　合計　93万円

軽減判定所得
７割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)
５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋ 27.5万円 ×(被保険者数)
２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋ 50万円 ×(被保険者数)

７割
軽減

５割
２割

所得額
経済動向等を踏まえ、軽減判定所得
を見直し

中間所得層の被保険者の負担に配慮
した国民健康保険税の見直しが可能
となる。

平成30年度から


